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ト
ラ
ン
プ
米
大
統
領
は
5
日
の
一
般
教
書
演
説
＝
1
＝
で
、
北
朝

鮮
の
金キ
ム

正ジ
ョ
ン
ウ
ン恩

朝
鮮
労
働
党
委
員
長
と
2
月
末
に
ベ
ト
ナ
ム
で
会
談

す
る
こ
と
を
発
表
し
た
。
他
方
、
中
国
と
の
経
済
交
渉
の
期
限
は
3

月
1
日
に
設
定
し
て
あ
る
。

　

ト
ラ
ン
プ
氏
は
メ
キ
シ
コ
国
境
で
の
壁
建
設
を
め
ぐ
り
議
会
で
民

主
党
と
対
立
し
、
史
上
最
長
の
政
府
閉
鎖
の
果
て
に
妥
協
を
余
儀
な

く
さ
れ
た
。
恐
ら
く
、
北
朝
鮮
お
よ
び
中
国
と
の
鮮
や
か
な
デ
ィ
ー

ル
に
よ
る
挽
回
を
強
く
欲
し
て
い
る
こ
と
だ
ろ
う
。
こ
れ
ら
の
交
渉

の
結
果
は
他
の
国
々
の
利
益
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
う
る
た
め
、

東
ア
ジ
ア
の
み
な
ら
ず
全
世
界
が
そ
の
成
り
行
き
を
注
視
し
て
い
る

の
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

西
暦
の
末
尾
「
９
」、
近
代
史
で
大
事
件

　

今
後
の
世
界
に
と
っ
て
と
り
わ
け
重
要
な
の
は
米
中
関
係
の
行
方

で
あ
ろ
う
。
以
下
で
は
、
中
国
の
現
状
に
つ
い
て
検
討
し
、
昨
年
来

顕
著
化
し
た
米
中
対
立
悪
化
の
イ
ン
パ
ク
ト
に
つ
い
て
考
え
た
い
。

　
「
春
節
」と
呼
ば
れ
る
旧
正
月
も
過
ぎ
て
、中
国
は
亥い

年ど
し

を
迎
え
た
。

西
暦
で
言
え
ば
末
尾
に
9
が
付
く
年
が
ま
た
め
ぐ
っ
て
き
た
わ
け
だ

が
、
近
現
代
史
を
振
り
返
れ
ば
、
中
国
で
は
こ
の
年
に
大
き
な
事
件

が
起
き
る
こ
と
が
多
か
っ
た
。

米
と
の
衝
突
に
揺
れ
る
中
国

経
済
減
速
で
高
ま
る
危
機
感

高た
か

原は
ら　

明あ
き

生お

（
東
京
大
公
共
政
策
大
学
院
長
）
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た
と
え
ば
、
1
9
6
9
年
の
珍
宝
島
（
ダ
マ
ン
ス
キ
ー
島
）
で
の

中
ソ
国
境
衝
突
事
件
や
89
年
の
六
四
（
天
安
門
）
事
件
。
99
年
は
米

軍
機
に
よ
る
ベ
オ
グ
ラ
ー
ド
の
中
国
大
使
館
爆
撃
事
件
、
そ
し
て

2
0
0
9
年
に
は
新
疆
ウ
イ
グ
ル
自
治
区
ウ
ル
ム
チ
市
で
の
大
規
模

な
民
族
衝
突
事
件
と
い
っ
た
具
合
に
、
事
例
は
枚
挙
に
い
と
ま
が
な

い
。
今
秋
に
は
中
華
人
民
共
和
国
建
国
70
周
年
を
迎
え
る
ほ
か
、
今

年
は
第
一
次
世
界
大
戦
後
、
反
帝
国
主
義
と
政
府
内
の
「
売
国
奴
」

処
罰
を
訴
え
た
五
四
運
動
の
1
0
0
周
年
で
も
あ
る
。

　

1
0
0
年
前
の
5
月
4
日
に
デ
モ
を
行
っ
た
主
力
は
北
京
大
学
の
学

生
だ
っ
た
し
、
30
年
前
の
6
月
4
日
の
弾
圧
に
つ
な
が
る
民
主
化
要
求

運
動
も
学
生
た
ち
が
主
導
し
た
。
で
は
最
近
の
学
生
た
ち
は
、
言
論

統
制
を
強
化
す
る
習
近
平
政
権
に
対
し
抵
抗
し
て
い
る
の
だ
ろ
う
か
。

　

実
は
、
今
は
別
の
筋
で
一
部
の
学
生
が
現
体
制
と
衝
突
を
起
こ
し

て
い
る
。
昨
年
注
目
を
集
め
た
の
は
、
北
京
大
学
な
ど
有
名
校
の
学

生
が
深
セ
ン
市
の
あ
る
労
働
争
議
に
関
与
し
、
労
働
者
支
援
に
立
ち

上
が
っ
た
こ
と
だ
っ
た
。
全
国
16
の
大
学
の
学
生
が
実
名
で
ネ
ッ
ト

上
に
支
援
声
明
を
発
表
し
、
数
千
人
が
署
名
し
た
と
い
う
。

　

昨
年
8
月
、
警
察
は
、
自
主
労
働
組
合
の
設
立
を
支
援
し
よ
う
と

深
セ
ン
の
工
場
付
近
に
集
ま
っ
て
い
た
学
生
ら
約
50
人
を
拘
束
し

た
。
そ
の
多
く
は
名
門
大
学
の
マ
ル
ク
ス
主
義
研
究
会
の
メ
ン
バ
ー

だ
っ
た
。
拘
束
前
の
深
セ
ン
で
の
集
会
に
は
、
左
派
系
の
党
員
や
退

職
幹
部
ら
数
十
人
も
参
加
し
て
い
た
と
伝
え
ら
れ
て
い
る
。
12
月
26

日
に
は
、
毛
沢
東
生
誕
1
2
5
周
年
を
祝
お
う
と
し
た
北
京
大
学
マ

貿易戦争の「一時休戦」で合意したトランプ大統領と習近平国家主席ら
＝アルゼンチン・ブエノスアイレスで 2018 年 12 月 1日、AP
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放
後
の
歴
史
時
期
に
よ
っ
て
そ
の
前
の
歴
史
時
期
を
否
定
で
き
な
い

と
語
り
、
文
化
大
革
命
を
否
定
し
な
か
っ
た
。
そ
れ
と
比
べ
れ
ば
、

今
や
左
派
に
対
す
る
警
戒
は
高
ま
っ
た
感
が
あ
る
。
言
論
弾
圧
や
権

力
の
独
占
を
批
判
す
る
右
派
の
声
も
上
が
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
以
上

に
習
氏
が
恐
れ
る
の
は
、
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
上
の
正
統
性
を
有
す
る
左

の
思
想
が
社
会
運
動
と
結
び
つ
く
こ
と
だ
ろ
う
。
社
会
主
義
や
愛
国

主
義
を
強
調
す
る
現
政
権
の
宣
伝
教
育
が
効
き
す
ぎ
る
と
、
現
実
と

の
乖か
い

離り

に
憤
慨
す
る
者
が
増
え
る
と
い
う
ジ
レ
ン
マ
を
当
局
は
抱
え

て
い
る
の
だ
。

対
米
低
姿
勢
は
最
高
レ
ベ
ル
決
定

　

左
の
勢
い
が
増
し
て
い
る
要
因
に
は
、
経
済
の
減
速
が
社
会
矛
盾

を
増
大
さ
せ
て
い
る
事
情
も
あ
ろ
う
。
中
国
人
民
大
学
の
向
松
祚
教

ル
ク
ス
主
義
研
究
会
の
会
長
（
学

生
）
が
私
服
警
官
に
連
れ
去
ら
れ

た
。
そ
し
て
今
年
1
月
に
は
、
労

働
者
支
援
学
生
の
中
心
人
物
た
ち

が
「
労
働
争
議
を
利
用
し
て
党
と

国
家
を
転
覆
し
よ
う
と
し
た
」
と

語
る
「
自
白
ビ
デ
オ
」
を
当
局
が

撮
り
、
他
の
学
生
た
ち
に
見
せ
た

と
報
じ
ら
れ
て
い
る
。

　

習
近
平
共
産
党
総
書
記
（
国
家

主
席
）
は
相
変
わ
ら
ず
マ
ル
ク
ス

主
義
の
指
導
的
な
地
位
や
、
唯
物

主
義
の
世
界
観
と
方
法
論
を
堅
持

す
る
こ
と
を
強
調
す
る
。
し
か
し

昨
年
12
月
の
「
改
革
開
放
40
周
年

大
会
」
で
の
演
説
で
注
目
さ
れ
た

の
は
、
そ
れ
と
同
時
に
、
改
革
開

放
の
起
点
と
さ
れ
る
78
年
の
三
中

全
会
が
「
長
期
的
な
『
左
』
の
過

ち
の
深
刻
な
束
縛
を
突
き
破
っ

た
」
と
た
た
え
た
こ
と
だ
っ
た
。

　

実
は
総
書
記
就
任
か
ら
間
も
な

い
13
年
の
初
め
、
習
氏
は
改
革
開

　高原明生（たかはら・あきお）
1958年生まれ。東京大法学部卒。英サセックス大で博士号。
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◇
世
界
に
深
刻
な
影
投
げ
か
け

	

　

米
国
の
中
国
不
信
が
顕
在
化
し
て
い
る
。
貿
易
紛
争
だ
け
で
な

く
、
安
全
保
障
や
ハ
イ
テ
ク
を
め
ぐ
る
摩
擦
も
強
ま
る
。
米
中
国

交
正
常
化
か
ら
40
年
。
米
国
に
は
、
米
中
関
係
の
安
定
が
世
界
の

繁
栄
の
原
動
力
に
な
っ
て
き
た
と
評
価
す
る
声
が
あ
る
一
方
、
中

国
の
政
治
的
変
化
に
つ
な
が
ら
な
か
っ
た
と
い
う
失
望
も
あ
る
。

世
界
1
、
2
位
の
経
済
大
国
の
対
立
は
、
世
界
に
も
深
刻
な
影
を

落
と
す
。
米
国
と
同
盟
関
係
に
あ
り
、
中
国
と
地
理
的
に
近
い
日

本
に
と
っ
て
も
米
中
関
係
は
死
活
的
に
重
要
だ
。
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授
は
昨
年
12
月
半
ば
の
講
演
で
、「
非
常
に
重
要
な
機
構
の
研
究
グ

ル
ー
プ
」
の
内
部
報
告
に
よ
る
と
中
国
の
国
内
総
生
産
（
G
D
P
）

成
長
率
は
1
・
67
％
で
あ
り
、
別
の
推
計
で
は
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
た
と

語
っ
た
。
7
月
以
降
、
当
局
は
減
税
や
イ
ン
フ
ラ
投
資
拡
大
な
ど
の

措
置
を
打
っ
た
も
の
の
、
経
済
の
下
振
れ
圧
力
は
強
ま
る
ば
か
り
だ
。

　

そ
れ
に
輪
を
か
け
て
い
る
の
が
米
中
「
覇
権
争
い
」
の
一
面
で
あ

る
対
米
経
済
摩
擦
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
昨
年
は
米
国
の
関
税
引
き
上

げ
に
中
国
も
対
抗
し
て
貿
易
戦
争
の
様
相
を
呈
し
た
。
だ
が
12
月
初

め
の
ブ
エ
ノ
ス
ア
イ
レ
ス
で
の
米
中
首
脳
会
談
以
降
、
中
国
は
華
為

技
術
（
フ
ァ
ー
ウ
ェ
イ
）
副
会
長
の
拘
束
＝
2
＝
に
対
し
て
カ
ナ
ダ

に
強
く
出
て
い
る
の
と
比
べ
、米
国
に
は
低
姿
勢
を
維
持
し
て
い
る
。

そ
の
背
景
に
は
、
対
米
21
文
字
方
針
、
す
な
わ
ち
「
不
対
抗
、
不
打

冷
戦
、
按
歩
伐
開
放
、
国
家
核
心
利
益
不
退
譲
」（
対
抗
せ
ず
、
冷

戦
を
戦
わ
ず
、
歩
み
に
即
し
て
開
放
し
、
国
家
の
核
心
利
益
は
譲
ら

な
い
）
と
い
う
最
高
レ
ベ
ル
で
の
決
定
が
あ
っ
た
と
さ
れ
る
。

　

中
国
に
と
っ
て
は
米
欧
の
先
進
技
術
を
入
手
で
き
な
く
な
る
の
が

痛
い
。
そ
し
て
何
と
か
対
米
関
係
を
安
定
さ
せ
な
い
と
、
経
済
、
社

会
、
そ
し
て
政
治
の
安
定
に
悪
影
響
が
及
ぶ
。
1
月
半
ば
、
趙
克
志

公
安
部
長
は
カ
ラ
ー
革
命
（
2
0
0
0
年
ご
ろ
か
ら
旧
ソ
連
・
東
欧

な
ど
で
起
き
た
、
独
裁
に
抗
議
す
る
大
衆
運
動
に
よ
る
政
権
転
覆
）

の
防
止
を
重
点
に
政
治
安
全
保
障
防
衛
戦
に
勝
つ
こ
と
を
訴
え
た
。

政
権
の
危
機
意
識
は
高
い
。
内
外
の
安
定
の
実
現
が
、
今
年
の
あ
ら

ゆ
る
政
策
の
目
標
と
な
る
だ
ろ
う
。

■
こ
と
ば

◇
１　

米
大
統
領
一
般
教
書
演
説

　
　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
連
邦
議
会
の
上
下
両
院
合
同
会
議
で
行
っ

た
一
般
教
書
演
説
で
、
不
法
移
民
対
策
や
国
境
の
「
壁
」
建
設
▽

大
規
模
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
計
画
▽
処
方
薬
価
な
ど
の
引
き
下
げ
▽

海
外
駐
留
米
軍
の
規
模
縮
小
▽
ベ
ト
ナ
ム
で
月
末
に
行
う
米
朝
首

脳
会
談

─
に
言
及
し
た
。
中
国
と
の
貿
易
摩
擦
に
つ
い
て
は
、

刺
激
的
な
対
中
批
判
は
避
け
て
習
近
平
氏
に
敬
意
を
示
し
、
新
た

な
貿
易
取
引
に
取
り
組
ん
で
い
る
と
強
調
し
た
。

◇
２　

フ
ァ
ー
ウ
ェ
イ
副
会
長
の
拘
束

　
　

中
国
通
信
機
器
大
手
、
フ
ァ
ー
ウ
ェ
イ
の
副
会
長
兼
最
高
財
務

責
任
者
（
C
F
O
）
が
、
昨
年
12
月
に
米
国
の
要
請
を
受
け
た
カ

ナ
ダ
当
局
に
拘
束
さ
れ
た
。
米
司
法
省
の
起
訴
状
に
よ
る
と
、
副

会
長
と
フ
ァ
ー
ウ
ェ
イ
は
イ
ラ
ン
で
の
事
業
に
つ
い
て
虚
偽
の
説

明
を
し
、
金
融
機
関
に
違
法
な
取
引
を
さ
せ
た
疑
い
な
ど
が
あ
る

と
さ
れ
る
。
米
中
対
立
は
軍
事
、
通
商
分
野
に
と
ど
ま
ら
ず
、
ハ

イ
テ
ク
分
野
が
主
戦
場
と
な
っ
て
い
る
。
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backers of the labor movement, in which they said they "tried to topple the party and the state by 
using labor disputes." 

Xi Jinping continues to emphasize that the nation must uphold the leading status of Marxism and 
the world-view and methodology of materialism. But what attracted observers' attention in his speech 
at an event commemorating the "40th anniversary of China's reform and opening-up" was his 
applause of the Third Plenary Session of the 11th Central Committee of the Chinese Communist 
Party in 1978 -- the so-called starting point of reform and opening-up. The plenum, said Xi, made a 
breakthrough in unshackling the nation from restraints placed by long-term mistakes of the leftist 
forces. 

Actually, Xi stated in early 2013, shortly after he became the General Secretary of the Chinese 
Communist Party, that it was not possible to apply the experience of the reform and opening-up era to 
deny preceding periods, stopping short of denouncing the Cultural Revolution of the 1960s and 1970s 
promoted by Mao. Compared with this stance, his current attitude signifies greater concerns toward 
leftists. Rightists also criticize the crackdown on the freedom of expression and the monopoly of 
power, but Xi fears more of the leftist thoughts, which possess ideological authenticity in China, 
joining forces with social movements. The Chinese authorities are caught in a dilemma： if their 
promotion of socialist and patriotic ideas proves overly successful, that would result in increasing the 
number of people who are angry against the gap between the reality and the ideals enshrined by the 
government. 

Leftists are becoming more active partly because of growing social problems triggered by the 
economic slowdown. Professor Xiang Songzuo of Renmin University School of Finance said in a 
lecture in mid-December last year that the growth rate of China's gross domestic product was 1.67 
percent, according to an internal report of "a study group of a very important organization." Another 
estimate showed GDP actually shrunk, said the economist. Since July 2018, Chinese authorities have 
implemented measures such as tax cuts and increased infrastructure investments, but the downward 
pressure on the economy is only intensifying. 

Exacerbating the situation is China's economic conflict with the United States, which is seen by 
many as an aspect of the fight for hegemony between the two countries. Last year, each time 
Washington raised tariffs on Chinese products, Beijing countered with a similar action, and the quid-
pro-quo created a situation that made them appear as if they were fighting a trade war. Since a 
summit between presidents Xi and Trump in Buenos Aires in early December last year, China has 
maintained a low-key attitude toward the U.S. This marks a contrast to its high-handed approach 
toward Canada over the detention in the North American country of a top executive of Huawei 
Technologies Co., a Chinese leader in telecommunications technology, based on a request from 
Washington. Behind Beijing's attitude is said to be a top-level decision on a policy toward the United 
States described in 21 Chinese characters -- no confrontation, no fighting a cold war, opening up of 
the country according to its advances, and no compromise on core interests of the state. 

China wants to avoid losing access to state-of-the-art technologies of the United States and 
Europe. China also has to stabilize its ties with the U.S. If it fails to do so, there will be negative 
fallouts destabilizing its economy, society and politics. In mid-January, Minister of Public Security 
Zhao Kezhi urged the importance of victory in a battle to defend "political security" by focusing on 
the prevention of a "color revolution" -- toppling of dictatorial regimes in former Soviet and East 
European countries by popular movements in the 2000s. The Xi administration is on high alert, and 
each and every policy it implements this year will focus on achieving stability in and out of China. 

(By Akio Takahara, Professor at the University of Tokyo Graduate Schools for Law and Politics)
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Global perspective: China bent on seeking stability with US

In his State of the Union address on Feb. 5 at a joint session of the U.S. Congress, President 
Donald Trump announced that he and North Korean leader Kim Jong Un will meet in Vietnam in late 
February. Meanwhile, the deadline to conclude economic negotiations between the United States and 
China is set for March 1. 

President Trump clashed head-on with the Democrats in Congress over his plan to build a wall 
along the border with Mexico to stop illegal immigration, and ended up making a compromise after 
the longest shutdown of the U.S. government in history due to budgetary confrontations between the 
two sides. The president would want to recover from this setback by striking good deals with North 
Korea and China. The results of these negotiations can have a major impact on the interests of other 
nations, and they will attract intense attention from not only East Asia but also the entire world. 

What matters most to the world down the road is the direction of U.S.-China ties. I would like to 
examine the current state of China and ponder over the ramifications of the conf lict between 
Washington and Beijing, which began to come to the fore last year. 

The Lunar New Year is now over, and China has ushered in the year of the pig. This means that a 
year ending with a nine in the Western calendar has arrived, in which China has often had major 
incidents in its modern history. 

In 1969, Chinese and Soviet Union forces clashed on Zhenbao Island, or Damansky Island, on 
the Ussuri River along the border of the two countries. We also saw the Tiananmen Square protests in 
1989 and the bombing of the Chinese Embassy in Belgrade by American military aircraft in 1999. In 
2009, a major ethnic clash erupted in the city of Urumqi in the Xinjiang Uygur Autonomous Region 
in China's far west. The list just goes on. This autumn will mark the 70th anniversary of the founding 
of the People's Republic of China, and this year is the centennial of the May Fourth Movement in 
which students and others rallied against imperialism and demanded the punishment of "traitors." 

The main participants of the demonstration on May 4, 100 years ago were students of Peking 
University, and the pro-democracy movement that triggered a crackdown on June 4, 30 years ago was 
also led by students. Are their contemporary counterparts resisting the Xi administration, which is 
strengthening control on the freedom of expression? 

Actually, some students are colliding head-on against the current regime in a different course of 
action. Last year, social attention focused on the participation in a labor conf lict in the city of 
Shenzhen in southern China by students of top schools such as Peking University. Students from 16 
universities across China placed their real names on an internet statement supporting the Shenzhen 
workers, and thousands more signed up to express their backing of the cause. 

In August last year, police arrested some 50 people including students who had gathered near a 
factory in Shenzhen in support of the establishment of an independent labor union. Many of the 
arrested were members of Marxism study groups at leading universities. Before the detention, a rally 
held in the same city attracted dozens of leftist members of the Communist Party of China and retired 
officials, according to reports. 

On Dec. 26, the chairman of a Marxism study group at Peking University was taken away by 
plainclothes policemen. Apparently the student had planned to celebrate the 125th anniversary of the 
birth of Mao Zedong, the first supreme leader of the People's Republic of China. In January this year, 
according to press reports, authorities showed students videotaped "confessions" of leading student 


